
1. 農業・農村を変えるフィールドモニタリング技術

溝口 勝・伊藤 哲

フィールドモニタリングシステム（FMS：Field Monitoring

System）の概要とその活用例として土地改良区内の水田湛水

深モニタリングの事例を紹介する。通信機能付き水位計を用い

たモニタリング技術は広域の水田湛水深を一括管理することを

可能とし，水田農業の担い手と土地改良区職員の水管理労力を

軽減するのに役立つであろう。それはまた地域の水管理組織で

あった土地改良区のサービス形態を変え，これまでの農業・農

村を劇的に変化させる可能性を持つ。その可能性を最大限に引

き出すためにも農業農村工学分野が従来の農業水利や農地造成

に加えて新たに農村情報のインフラ整備にも取り込んでいくこ

とが必要である。

（水土の知83-2，pp.3〜6，2015)
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2. 遠隔監視による濁度・水文観測の課題と今後の活用

久保田富次郎・田渕 尚一・濵田 康治・申 文浩

近年の ICT 技術の発展とともに開発が進んだ低コストの遠

隔観測技術は，農業農村工学分野でも，導入が加速的に進む可

能性がある。筆者らは，これを利用して東日本大震災への対応

や農業水利事業の実施地区での調査において，濁度や水位など

の観測を実施してきた。本報では，まず，観測事例を踏まえて，

遠隔監視と濁度を中心とする水質水文観測における問題点と課

題の整理を行った。水管理の実務において利用を進めるために

は，機器の高耐久化や維持管理の容易化，ソフトウェアの改良，

機材費などの低減などが必要であることがわかった。次に，遠

隔観測システムの活用方向の一つとして，循環灌漑整備地区へ

の活用の可能性について例示した。

（水土の知83-2，pp.7〜10，2015)
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3. 農地流出水のイベントベース画像キャプチャリングの

試み

坂西 研二・芝山 道郎・中村 乾・綽 宏二郎

板橋 直・阿部 薫・木村 昭彦

近年の集中豪雨の頻発により，傾斜地の露地野菜畑などにお

ける土壌粒子・栄養塩などを含んだ表面流出の発生頻度とその

強度が増大する傾向にある。表面流出は突発現象であり，現場

で発生状況を直接観察できないことが多く，観測機器の保守や

データの精度に問題が生じやすい。そこで，表面流出や土壌侵

食の発生状況を自動的にコマ撮り撮影する装置を開発し，屋外

の人工傾斜枠圃場および群馬県北部の傾斜畑に設置した。複数

作期にわたる観測実験の結果，表面流出発生の様子を，昼夜を

問わず連続画像として撮影・記録することに成功した。画像の

解析と，流出水量や懸濁物濃度などの水質分析との併用によ

り，現象の把握と理解に寄与することが期待される。

（水土の知83-2，pp.11〜14，2015)

栄養塩，傾斜畑，画像解析，懸濁物質，環境負荷，自動撮

影，流出水

4. SNSを活用した集落コミュニティづくりの可能性

衛藤 彬史・鬼塚健一郎・星野 敏・橋本 禅

本報では，農村地域においてインターネットやSNS を活用

し，住民が主体となり情報の地域内共有や地域外への発信に取

り組むことが地域社会の課題解決や集落コミュニティの活性化

に寄与する可能性のある事例を紹介する。その上で，ICTを活

用した取組みのうち，特に地域コミュニティの活性化に焦点を

当て，そのような意図で進められてきた地域SNS の事例に注

目し，推進上の課題について検討するともに，そうした課題へ

の対応策を筆者らがこれまで行ってきたSNS を活用した地域

課題の解決やコミュニティの活性化に関する研究，およびそれ

らを介入的に試みる実践活動の内容に言及しながら示す中で，

取組みを集落主体で実施するための導入指針を提案する。

（水土の知83-2，pp.15〜18，2015)
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小特集 農業農村工学分野における ICT活用の現状と今後

特集の趣旨

ICT（Information and Communication Technology）とは，情報処理と情報通信に関連する技術の総称です。総務省は

平成25 年 7 月に ICT 成長戦略を公表し，ICT による農業における新たな高付加価値産業の創出や社会的課題の解決を目

指しています。さらに内閣府は，平成26 年 5月の戦略的イノベーション創造プログラムにおいて次世代農林水産業創造技

術の研究開発計画を公表し，ICTによる「スマート農業」の社会実装を目標に掲げています。これまでの農業農村工学分野

における ICTは，ダムや農業用水利施設から末端の圃場までの計画・設計，施工，および運用・維持管理の各段階におい

て，さまざまな数値解析や監視・制御の手法などと組み合わされ，現場に普及されてきました。今後，上記の新たな ICT戦

略（政策）を推進するためには，既往の技術を維持または発展し，新技術の導入を図っていくことが期待されます。

そこで本小特集では，農業農村工学分野における ICTの活用に関して，これまでの取組みと今後の展望や課題について，

学会員からの報文を紹介します。



5. タブレットPCによる映像制作を取り入れた

ワークショップの試み

鬼塚健一郎・衛藤 彬史・星野 敏・柳瀬 顕

本報は，筆者らが京都府京丹後市常吉集落にて実施したタブ

レット PC による映像制作を取り入れたワークショップを事例

として取り上げ，その概要と効果・課題について報告を行うも

のである。本ワークショップでは，iPad と iPad上で動作する

無料アプリ iMovie，マイクというシンプルな機材構成で現地

取材から映像編集までを行い，未経験でも限られた時間内で映

像作品を成果として完成させることができた。ワークショップ

の過程や成果を視覚的にわかりやすく整理・提示できる点で，

映像制作の導入はワークショップの手法として効果的であると

考えられる。研修者に実施したアンケート調査でも好意的な評

価が得られた一方で，参加者の一部しか映像制作に参加してい

ないなどの課題も確認された。

（水土の知83-2，pp.19〜22，2015)
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6. 農業農村工学分野におけるモバイルGIS の開発と利活用

友松 貴志・庄 直樹・重岡 徹・山本 徳司

農研機構農村工学研究所と（株）イマジックデザインとの官

民連携により開発したモバイル GISアプリ「iVIMS」は，ス

トック情報の更新作業を省力的に実施するためのオンサイト情

報システムとして現場調査に機能を特化している。本報では，

その特徴と機能を紹介するとともに，モバイル GIS が，農業水

利施設のストックマネジメントだけではなく，災害時における

活用，経営規模の大規模化に伴う営農管理，農地・水・環境保

全向上対策における活動や地域資源管理など幅広く展開するこ

とが可能となってきている現状と，運用・普及における課題と

今後の方向性について報告する。

（水土の知83-2，pp.23〜26，2015)

モバイル，水利施設，地理情報，ストックマネジメント，

点検調査，長寿命化，災害情報

（報文）

ベトナムにおける農家用バイオガス発生装置の安定利用

泉 太郎・松原 英治

国際農林水産業研究センターが，ベトナム国カントー市で実

施中の農家用バイオガス発生装置の導入によるクリーン開発事

業は，豚の排せつ物を原料としてバイオガスを発生させ，調理

に使用する薪や LPガスを代替し，温室効果ガスの排出削減を

図るものである。本事業で導入している装置は，1世帯内での

使用を想定した小規模なものであることから，バイオガスの供

給量と需要量の調整が難しく，豚の排せつ物が不足する際はガ

スの発生量も不足するが，逆に余剰ガスが発生することもあ

る。本報では，この課題解決に向けた，①バイオガス原料とし

ての未利用バイオマスの利用，および②共同利用や他用途利用

を通じたバイオガスの有効活用の可能性，について報告する。

（水土の知83-2，pp.27〜30，2015)
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（報文）

農地整備事業による「土地利用の整序化」の取組み

菅原喜久男・林 貴峰・原野 三男

大内 孝喜・大里 有巨

宮城県では，東日本大震災の津波によって，15 市町，約

327 km2が浸水し，23万棟の住宅が全半壊，約 13,000 haの農

地が甚大な被害を受けた。農村の復興に当たっては，単なる復

旧にとどまらない創造的な復興を目指して約 6,540 haで農地

整備事業を導入し，「大規模かつ競争力のある経営体の育成」と

被災市町の復興まちづくり計画に取り組んでいる。本報では，

防災集団移転促進事業により買収された住宅等移転元地などを

農地整備事業の一定の地域に含め，土地改良事業の換地制度を

活用して集積・再配置を行い，防災公園，防潮林などの公共用

地の創設や企業誘致などの復興まちづくり計画と農業振興を一

挙に実現する「土地利用の整序化」の取組み状況と課題につい

て報告する。

（水土の知83-2，pp.31〜34，2015)
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（報文）

水理模型実験による開水路の粗度係数推定方法に関する提案

長谷川雄基・齋 幸治・佐藤 周之

補修による開水路の平滑性の改善効果を定量的に示す指標と

して，Manning の平均流速公式中の粗度係数が用いられる場

合が多い。このような場合，事前に水理模型実験により当該材

料の粗度係数を推定しておくこととなる。有限長である実験水

路において粗度係数の推定を行う際には，完全な等流状態を得

ることが困難であるため，通水時の流速，水深，径深といった，

水理条件の設定方法が重要となる。本報では，水理模型実験に

おいて開水路の粗度係数を推定した結果について，推定した粗

度係数と水理条件とを関連付けて整理する。加えて，実験結果

を踏まえ，本模型実験において，開水路の壁面粗さのみを反映

した粗度係数を推定する方法について提案する。

（水土の知83-2，pp.35〜38，2015)
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（技術リポート：北海道支部）

鶴居第2地区の排水路に設置した沈砂池の効果

角野 豊・木内 正彦

北海道東部の鶴居村では，泥炭土壌に起因する地盤沈下に伴

う排水不良などにより農作物の生育障害が生じているため，農

地および農業用排水路の機能回復を目的とした総合農地防災事

業「鶴居第 2 地区」を実施している。本地区は釧路湿原国立公

園に隣接することから工事期間中の土砂流出を軽減するため排

水路下流部に沈砂池を設置した。本報は，沈砂池による土砂流

出防止対策の効果について考察を行うものである。

（水土の知83-2，pp.40〜41，2015)
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（技術リポート：東北支部）

竹森発電所の小水力発電設備規模決定における検討事例

畠山 順

国営米沢平野地区の「竹森発電所」（最大使用水量 0.5 m3/s，

最大出力 114 kW）における小水力発電は，土地改良区が管理

する土地改良施設の操作に必要な電力を供給することなどを目

的とし全量売電し売電収益を充当する「振替供給方式」により

計画している。建設予定地点は，水窪ダムから灌漑用水を導水

する東幹線用水路（全延長 23.4 km）の最末端部に位置し，す

でに前歴事業により水頭差約 35 m を減勢する施設が設置され

ているため，水力発電に好条件の場所である。ここでは，使用

水量，水車形式など施設規模決定過程について，概定を経て，

単位（kWh）当たり建設費単価のほか 20 年収支計算を求め決

定する検討過程の事例を紹介する。

（水土の知83-2，pp.42〜43，2015)
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（技術リポート：関東支部）

塩谷南那須地域の農業水利施設の保全対策の推進について

鈴木 孝

栃木県塩谷南那須地域における農業水利施設は，昭和

30〜40 年代に集中的に整備されたことから，耐用年数を迎え

た施設も多く，また，水利施設の突発的事故の発生により農業

用水の供給が一時中断し，早急な用水の手当や復旧対策を行っ

た施設もある。今後，施設の老朽化の進行に伴い増加していく

管理費用や突発事故への対応に取り組んでいくことが喫緊の課

題となっており，適切な保全管理を推進するため県レベルと出

先農業振興事務所単位に「農業水利施設保全管理推進委員会」

を設け，関係者の合意形成を図る取組みについて紹介する。

（水土の知83-2，pp.44〜45，2015)

機能診断，保全管理，保全対策，基幹的農業水利施設，管

理体制

（技術リポート：京都支部）

兵庫県におけるため池・水田を活用した総合治水の取組み

上田 健史・藤井 基明

兵庫県では，頻発する風水害に備えて，河川下水道対策，流

域対策および減災対策を組み合わせた総合治水が，全国に先駆

けて推進されている。本報では，「流域対策」の一環として実施

されているため池や水田を活用した治水事業の取組みについて

紹介する。具体的な取組みとして，ため池・水田の多面的機能

を活用するために，それぞれ，事前放流，田んぼダムを実施し，

雨水貯留を図っている。ため池・水田の雨水貯留に対する潜在

性は大きく，後者では，4,376万m3の水を一時貯留できること

になる。しかし，これらの実施によって，農家への負担が増え

ることは否めず，今後は，農家に対する啓発活動はもとより，

下流域の住民や企業などへの応援の要請など，県民の理解を深

めていくことも必要である。

（水土の知83-2，pp.46〜47，2015)

総合治水，流域対策，雨水貯留，事前放流，田んぼダム，
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（技術リポート：中国四国支部）

セメント系固化材を用いた地盤改良による

ため池改修工法の検討

山本 大輔

農業用ため池は，東日本大震災を契機に防災上の安全性に対

する要求が高まり，下流域への減災対策が推進されている。鳥

取県においても，ため池点検や調査を実施し，この結果に基づ

いて緊急度の高いため池を優先的に事業化し改修を進めてい

る。しかし，ため池改修の実施に当たっては，大量に必要とな

る盛土材料の確保の問題や改修工事が長期に及ぶことから営農

に支障を来すなど受益者への負担が生じている実態がある。本

報では，これらの問題を解決し，工事コストの縮減に取り組ん

だ「セメント系固化材を用いた地盤改良によるため池改修工

法」の検討事例を紹介する。

（水土の知83-2，pp.48〜49，2015)

ため池改修，セメント系固化材，地盤改良，耐震性，ク

ラック

（技術リポート：九州沖縄支部）

ため池堤体亀裂に対する電気探査

髙倉 義治・下田 正彦

大分県国東市に位置する「万治池」で，平成26 年 3月 14日

（金）午前 2時 6 分発生の伊予灘地震（M6.2）により堤体天端

の約 1/4に及ぶ長さ36mの亀裂が発生した。亀裂の深さを確

認するために試掘調査を実施したが，亀裂深度が深く最深部ま

で確認することができなかったことから，非破壊的な調査が可

能である電気探査試験を行った。本報では，この電気探査によ

る亀裂の調査方法および解析結果の事例を紹介する。

（水土の知83-2，pp.50〜51，2015)

ため池，堤体，亀裂，電気探査，比抵抗変化率
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